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研究要旨  

全国： 日本腎臓病協会等と連携し、全国で CKD普及啓発イベントを継続的に実施した。認知度は 42％

と伸び悩み、特に蛋白尿の理解不足が明らかとなったため、勤労・子育て世代向けの新たな情報発信

を開始した。 

 

北北海道ブロック：旭川市と連携し、CKD と特定健診受診の重要性を示した広告をフリーペーパーに

掲載した。あさひから健康祭りに参加し、リーフレットを配布する等、CKD に関する啓発活動を行っ

た。CKD 重症化予防のために、国民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに CKDの重要性の理解

が深まるよう、今後も継続した CKD 普及啓発活動が必要である。 

 

南北海道ブロック： 市民講座や動画配信、イベント実施により CKD の普及啓発が進み、地域全体で

関心と取組が拡大した。 

 

北陸ブロック：各県の責任者を中心として、市民啓発のためのイベント、講演会、啓発活動が行われ

た。多職種による相談会、市庁舎での懸垂幕の掲示など、各県ごとに工夫を凝らして CKD啓発活動を

行った。 

 
北関東ブロック：行政・医師会等と連携し、5県で県民公開講座、ホームページ、動画、リーフレット
等を活用した普及啓発を推進した。群馬の県民公開講座、山梨の減塩フェスタ、長野のCKD80-40キャ
ンペーン、茨城の地域公開講座、栃木の県ホームページ・啓発資材整備など、地域特性に応じた取組
が進められ、CKDの認知向上と受診行動促進の基盤が整備された。 
 

東京ブロック：一般市民、CKD 患者、医療者を対象に、地域イベント、商業施設、院内において啓発

活動を実施した。世界腎臓デーおよび区民イベント等の機会を活用し、啓発を行った。 

 

南関東ブロック：行政・医師会・大学が連携し、県民向け CKD啓発を多様な媒体で展開し、認知向上

と受診行動促進を図った。 
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東海ブロック：各都道府県責任者を中心として東海ブロック各県の実情に即した CKD普及啓発を実施

した。市民公開講座や新聞誌面を活用し、CKDに関する情報を発信した。 

 

中国ブロック：感染対策に十分配慮しながら各県それぞれで普及啓発を行った。特に 3月第 2木曜は

世界腎臓デーであり普及啓発イベントを活発に行った。 

 

四国ブロック：徳島県保健福祉部 健康寿命推進課とともに活動し、徳島県における慢性腎臓病の啓

発をおこなった。県主催及び県共催の腎疾患に関する研修会の開催と世界腎臓デーに合わせた県民

への啓発活動を実施した。 

 

九州・沖縄ブロック：久留米市では、CKDの認知度向上を目的に、校区イベント、学校でのリーフレ

ット配布や講義、非対面型の情報発信を実施した。イベントでは保健師による説明、血圧・血糖測

定、尿試験紙配布、医師による健康相談などを行い、平成 30年以降の参加者は延べ約 1万人に達し

た。また令和 7年度からは eGFR の測定もイベントで行っている。これらの活動は、市民の CKD認知

向上と地域連携の基盤形成に寄与した。 

 

定点観測： 

熊本市：熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地域における子供とその親世代を対象とした啓発

イベント 

熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会を通じた上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参画 

市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD啓発記事掲載 

LINEでの情報発信 

市政だよりへの記事掲載 

熊本市中心市街地大型モニターでの CKD啓発ビデオ放映 

生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パーソナリティーと桒原、腎臓病療養指導士（薬剤師、栄

養士）との共演による CKD 啓発ラジオ番組放送 

 

沖縄県南城市：慢性腎臓病患者重症化予防事業の取り組み内容を市役所所内に掲示。連携機関向けに

ニュースレターを発行した。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行する「腎疾患対策検討会報告書

に基づく CKD 対策の推進に資する研究（令和 4～6

年）」を引き継ぎ、2018年に発出された「腎疾患対

策検討会報告書」の“2028 年の透析導入患者数を

3.5 万人以下にする”という全体目標を達成するた

めに、腎疾患政策研究班、日本腎臓学会、日本腎臓

病協会と連携して CKD 対策の社会実装を目指す。

具体的には各都道府県における CKD 対策（普及啓

発、連携体制構築、診療水準向上、人材育成）の現

状を把握し、重点介入エリアを中心に行政・医師会

と協力して好事例を参考とした改善策を提案し、

PDCA サイクルを回すことで全国レベルでの CKD 対

策を推進する。その進捗は HPを通して全国民に公

開する。 

普及啓発に関する研究においては、 

（1）行政・医師会と連携した普及啓発活動の推進 

（2）勤労世代に向けた情報発信 

 勤労・子育て世代に向けた資材作成 

を目的とする。 

 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

（1）普及啓発活動の推進 

行政・医師会と連携して普及啓発活動を実施し、

CKD認知度と合わせてモニタリングする。 

（2）勤労世代に向けた情報発信 

 30～50歳代のCKD認知度が低いことから、この世

代に向けた資材をナッジ理論専門家(竹林正樹(青

森大))や患者代表(宮本陽子(全国腎臓病協議会))

の意見を取り入れて作成する。その際、早期治療の

重要性についても啓発する。  

 

北北海道ブロック：  

(1) 旭川市国民健康保険課と連携し、CKDと特定健

診受診の重要性を住民に周知する。 

(2) あさひかわ健康まつりにブースを出展し、CKD

に関する啓発活動を行う。 

 

南北海道ブロック ：  

一般市民に CKD の重要性を普及啓発するため、

市民公開講座、Web配信、CKDイベントを行う。 

 

北陸ブロック ： 
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北陸ブロックにおいて、世界腎臓デーに合わせ

た、CKD普及啓発活動を行った。それぞれの活動内

容を調査した。 

 

北関東ブロック： 

群馬、栃木、山梨、長野、茨城の 5県における

普及啓発事業を、研究計画書に示された「行政・

医師会と連携した普及啓発活動の推進」の社会実

装として位置づけた。各県で県民公開講座、ホー

ムページ、動画、印刷物、アプリ等の媒体を活用

した啓発活動を進め、その実施状況と好事例を整

理し、ブロック内で共有した。 

 

東京ブロック：  

2025 年度に都内で実施した主な啓発活動として、

①地域イベント（区民まつり）、②商業施設、③医

療機関における取組を対象とした。各場において、

啓発資材の配布、体験型企画、講演会・相談会、サ

イネージ等を用いた啓発を実施した。 

 

南関東ブロック：  

講演会、イベント、ラジオ・動画・SNS配信、リ

ーフレット配布、世界腎臓デー事業などを県・市町

村単位で実施した。 

 

東海ブロック ： 

愛知県では 11 月と 3 月に三重県では 3 月に市民

公開講座を開催した。また、新聞誌面に CKD に関す

る情報を掲載し、広く普及に努める。会終了後にア

ンケート調査を行い、理解度や今後の開催の参考

とする。 

 

中国ブロック： 

岡山県では、感染に十分配慮した形で、①啓発イ

ベントと②CKD県民公開講座を行うこととした。 

①啓発イベントとして、CKD に関するチラシやノ

ベルティグッズの配布（800部）、CKD啓発動画の放

映、クイズラリー、相談コーナー、骨密度測定、子

供用クイズ、などを行った（図１）。 

②岡山県民対象に現地開催で CKD 県民公開講座

を行った（図１）。 

③懸垂幕掲出、ロールアップバナー、デジタルサ

イネージで動画放映、ポスター掲示、のぼり掲出な

ど行った。 

 

 

(図１) 

 

四国ブロック： 

徳島県主催及び徳島県共催の腎疾患に関する徳

島県慢性腎臓病二次診療医認定のための講習会を

開催した。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

久留米市では、CKD の認知度向上を目的として、

CKD対策検討委員会のもと、校区イベント、学校で

のリーフレット配布や講義、非対面型の情報発信

を実施した。校区イベントでは、保健師による説明、

血圧・血糖測定、尿定性試験紙の配布、かかりつけ

医・腎臓専門医・糖尿病専門医による健康相談、

eGFR測定などを行った。対象者情報を扱う場合は、

個人情報保護に配慮して実施した。 

 

定点観測： 

沖縄県南城市： 

南城市役所担当者にヒアリングを実施する。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

C.研究結果 

全国： 

(1)普及・啓発活動の推進 

日本腎臓病協会と連携し、全国でCKD普及啓発イベ

ントを実施した。2023年度148回、2024年度140回、

2025年度151回と増加傾向にある。さらにCKD啓発に

関して製薬企業と連携した。 

また CKD認知度調査の結果を第 68回日本腎臓学会

学術集会で発表した。慢性腎臓病の認知率は全体

では 42％で、2023 年に比較して微減していた。ま

た蛋白尿の意味をあまり知らないが 67.5%と過半

数を占めた。 
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(2)勤労・子育て世代に向けた情報発信 

認知度調査の結果を踏まえて、インターネット

や SNSで発信する CKD啓発用資材（広告）の開発に

着手した。 

 

北北海道ブロック：  

(1)旭川市国民健康保険課と連携し、CKD と特定健

診受診の重要性を示した広告をフリーペーパーに

掲載した。 

 
https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/2026

0227/index.html#page=8 

 

(2)あさひかわ健康まつり参加報告書 

日時：2025 年 9月 23日(祝・火) 13:00-16:30 

場所：道北アークス大雪アリーナ 

来場者数： 2,994名 

企画参加者：医師 2名、医学科 5年 2名 

【概要】2025 年 9月 23日に開催された「あさひか

わ健康まつり」に、当科としてブース出展を行った。

本イベントは CKD の啓発を目的としたもので、当

日は多くの市民が来場し、盛況のうちに終了した。 

【ブース内容】当科のブースでは、啓発活動として

以下の取り組みを行った。 

•CKD の早期発見・予防に関するパンフレットの

配布（約 1,000部） 

•CKDと生活習慣病の関連性についての簡易説明 

【所感】地域住民の CKD に対する認知度は依然と

して十分とは言えず、今回の啓発活動を通じて、

「沈黙の臓器」である腎臓の重要性を伝える機会

となった。今後も継続的な情報発信と、地域医療と
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の連携を強化していく必要性を再認識した。 

 

 

 
 

南北海道ブロック ：  

市民公開講座、世界腎臓デーの一般市民対象と

したイベントを行った。北部 CKD ネットのホーム

ページには CKD セミナーの講演動画、栄養指導の

動画＜じんくとぞうっくんのキッチン（クックパ

ッド）、じんくんぞうくんチャンネル＞も自由に閲

覧できるようにしている。今回 3回目となるが、さ

っぽろテレビ塔を世界腎臓デーに緑にライトアッ

プし、腎臓病についての広く知る機会を作った。 

北海道大学移植外科を中心にテレビで様々な臓

器の移植についての啓蒙のための放送をしていた

だき、CKDや腎臓移植については、西尾が担当して

収録、放映した。 

北海道のホームページに＜知ろう！学ぼう！

CKD(慢性腎臓病)＞＜慢性腎臓病（CKD）の予防方法

を知ろう！学ぼう！〜食事編〜の動画配信してお

り広く一般の方々に閲覧できるような体制をつく

った。 

 

北陸ブロック ： 

福井県では、啓発イベントとして栄養管理士、医

師による健康相談、血圧測定、腎臓クイズイベント

などが行われた。また、県民公開講座として、福井

大学の医師が、CKDの重症化予防について講演した。

世界腎臓デーの各イベントは、福井県 CKD 対策協

議会の後援のもとで実施した。 

石川県では、金沢大学の医師により、ショッピン

グセンターにて、啓発チラシの手渡しによる配布

と健康相談が行われた。この活動は、翌日の地元新

聞紙に掲載され、新聞による啓発にもつながった。  

富山県では、令和 7 年度から県が富山県腎友会

に委託して行っている CKD 普及啓発事業に協力し

て世界腎臓デーに合わせて市民公開講座を開催す

ることとした。講演を CKD 対策部会が担うととも

に、相談ブースを開設して腎臓病療養指導士の会

が対応した。県と腎友会により企業や地区センタ

ーなど 99か所にポスターとチラシが配布され新聞

広告も行われた。 

講演会参加者が過去最高で反響も大きかったこ

とから今後世界腎臓デーイベントとして定着する

ことになった。 

新潟県ではコンビニエンスストアにおける普及

啓発チラシの設置、県立図書館での啓発ブースの

設置、公式 X,公式 LINEなど SNSを活用した情報発

信、テレビやラジオなどメディアを活用した情報

発信、市庁舎などの横断幕の掲示が行われた。 

 

左上から時計回り 世界腎臓デーに掲示した懸垂

幕：新潟市庁舎、世界腎臓デー in Kanazawa 

世界腎臓デー in 福井、世界腎臓デー in 富山 

 

北関東ブロック： 

・群馬県では、2026 年 3月 8日に県民公開講座を

開催し、講演会とブース企画を通じて約 500人が

来場した。加えて、県ホームページや YouTubeに

よる情報発信、腎臓ケア eラーニング講座の更新

作業を継続し、年度内の啓発媒体の充実を図っ

た。 

・栃木県では、県ホームページ上に CKD特設情報

を整備し、県民向けリーフレット・ポスターを通

じて、CKDの基本知識、健診後の受診行動、早期

発見・早期受診の重要性を周知した。 

・山梨県では、イオンモール甲府昭和で「やまな

し減塩フェスタ」を開催し、県民公開講座、減塩

クイズ大会、子どもたちによる探究学習発表会、

塩ぴったんこチャレンジ、関係団体・企業による
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ブース出展等を行い、減塩を切り口とした CKD予

防啓発を推進した。 

・長野県では、CKD80-40キャンペーンを 2025 年

度の普及啓発の中心に位置づけ、ポスター1,987

部、リーフレット 42,750部を県健康福祉部、国

保連合会、医師会、薬剤師会、病院薬剤師会等を

通じて配布した。長野県慢性腎臓病対策協議会ホ

ームページの整備も進められた。 

・茨城県では、地域ごとの市民公開講座・予防講

演会が活発に行われ、水戸市では 2025年 6月 8

日に商業施設での公開講座に約 1,000 名、つくば

市では 2025 年 11月 9日に 200名以上が参加し

た。笠間市、牛久市、大洗町等でも CKD予防や生

活習慣病予防をテーマとした講演会が開催され

た。 

 

東京ブロック：  

①港区医師会の協力のもと、2025 年 10 月 11 日

（土）・12 日（日）に開催された第 44 回みなと区

民まつりにおいて、港区内の腎臓病療養指導士

（CKDE）を中心とする多職種連携団体「みなと腎臓

を守る会」が出展し、市民を対象とした啓発活動を

実施した。啓発マスコット（じんの助）、塩分量体

験企画、キーワードラリー、ノベルティ配布、CKD

塗り絵等を行った。 

②世界腎臓デー当日（3 月 12 日）の昼時間帯に、

虎ノ門ヒルズステーションタワーにおいて啓発資

材の配布を行い、主に勤労世代への啓発を実施し

た。また、虎の門病院において院内サイネージによ

る広報を行った。 

③東京慈恵会医科大学附属病院において、3 月 12

日および 14 日に院内啓発イベントを実施した。

CKDE をはじめとする多職種の協力のもと講演会・

相談会を開催し、外来・入院患者および医療者に対

し、啓発リーフレット（A4両面、下図）約 1,200 部

を配布した。本リーフレットは、同院に受診中で検

査結果を有する患者を想定し、その確認を促すと

ともに、必要に応じて精査や腎臓内科への紹介に

ついて主治医に相談することを促す内容とした。

また、健診センター職員や病棟看護師等の医療者

にも配布し、日常診療における CKD 対応の向上に

資することを意図した。さらに、同内容を基に院内

サイネージにて約 1か月間掲示し、外来・入院患者

および医療者への周知を図った。 

 

 
 

 
 

南関東ブロック：  

講演会やイベント、動画配信、啓発資材配布など

多様な普及啓発活動が実施され、延べ参加者数や情

報接触機会は前年より増加した。特にオンライン媒

体の活用により、勤労世代や若年層への到達が拡大

した。健診受診後の相談件数や医療機関への問い合

わせ増加も一部で認められ、CKDへの関心喚起効果

が確認された。 
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埼玉県庁の CKD啓発ポスター 

 

 
さいたま市の CKD啓発イベント 

 

 
世界腎臓デーに合わせて神奈川県庁本庁舎をライ

トアップ 

 

東海ブロック ： 

市民公開講座では、それぞれ 300 名近い来場者

があり、計 1000 人に及ぶ。新聞誌面では、県全域

に情報を届けた。 

 

中国ブロック： 

①今年度は、例年通りの開催場所に戻して普及

啓発イベントを行った。また昨年の振り返りから、

配布物の総数を増やして普及啓発を行った。結果

としては、昨年以上に効率的な普及啓発が達成で

きた。子供用クイズや骨密度測定という新しいイ

ベントを取り入れたことで、より広範囲の年齢層

に対してアプローチできた。ノベルティグッズと

して今年度はウェットティッシュ、ボールペンを

作成し配布したところ、多くの人がこれらを手に

取っていった。これらノベルティグッズに掲載さ

れている二次元バーコードを通じて CKD クイズに

挑戦し回答した方が 1名いた。 

②参加者が 171 名とコロナ後としては最高の参

加者数であり、内容も含めて好評であった。今回も

患者会の方にもご講演いただき、講演内容も大変

素晴らしかった。 

③岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲出を

行った。その他、岡山県内には合計で 9つの懸垂幕

を掲出することができた（岡山県庁、岡山市役所、

津山市役所、笠岡市役所、美作市役所、新見市役所、

総社市役所、玉野市役所、および市内デパート）。

また岡山県内 27市町村すべてにロールアップバナ

ーを配布しており、各市町村でのイベント時に掲

出した。これらに関して、最新の疫学データで、CKD

患者は日本人成人の 5人に 1人と増えているため、

懸垂幕およびロールアップバナーについては、順

次更新している。岡山駅前や岡山市内各区役所な

どでデジタルサイネージに動画を放映した。昨年

度に続いて岡山市内の大型モール内でポスターや

動画の掲出を行った。市内のバス、市電内に加え、

ラッピングタクシー、さらに今年は JR電車内にも、

ポスターなどの掲出物を掲出した。これらの掲出

物の二次元バーコードを通じて CKD クイズに挑戦

し回答した方が計 159名いた。ポスター配布は、医

療機関と、昨年に引き続き県薬剤師会へ配布した。

県薬剤師会では PDF によるポスター配布希望であ

った。のぼりも、内容更新を行い（成人の 5人に 1

人）、各保健所、市町村役場、病院やクリニックな

どにて今年も掲出いただいた。 

 

四国ブロック： 

① 県主催として「慢性腎臓病医療連携協議会」

を令和７年１２月１６日、「腎疾患２次検診認定

医取得講習会」を令和８年３月６日に施行した。 

県共催として以下の講演会を施行した。 

令和８年 3月 18 日 （水）令和７年度徳島県糖

尿病対策推進講習会 

令和８年 2 月 25 日 （水）徳島県臨床内科医会

中国四国地区学術講演会 

令和８年 2月 18日(水) LOKELMA ONLINE 

LECTURE 
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令和 7年１１月１８日（火） 板野郡医師会学術

講演会 

令和 7年９月１９日（金） 糖尿病性腎臓病と慢

性腎臓病における治療戦略を考える会 

令和 7年 8 月 28 日（木） CKD 連携 Seminar 

令和７年７月２４日（木）小松島市医師会・阿南

市医師会共催学術講演会 県南 CKDの医療連携を

考える 

令和７年６月１９日（木）CKD Web Seminar 2025 

令和７年６月１２日（木）慢性腎臓病における最

適な病診連携と治療介入について考える会 

令和７年 7月 6日（日）IMAGINE Project 講演会

～地域で取り組む CKD～ 

② 県民に対する啓発活動をおこなった。 

「世界腎臓デー」で、令和８年 3月 9日から 3月

15 日まで県庁舎を緑にライトアップした。 

徳島県庁前スペースビジョン（電子看板）で、令

和 8年２月２０日から 3月 19日まで啓発動画を

放映した。 

慢性腎臓病に関する県民公開講座を開催した。実

際には令和 7年 11月 15日 県立三好病院 令和

7年度県民公開講座を開催した。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

平成 30 年以降、これらの啓発活動には延べ約

10,000 人が参加した。校区イベントは、CKD に関心

の低かった層や若年層を含む幅広い世代へのアプ

ローチを可能にし、CKD を認知した市民の増加につ

ながった。また、地域住民が集まる場を活用したこ

とで、継続的な啓発とアウトカム把握がしやすい

体制となった。 

 

定点観測： 

熊本市： 

熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地域に

おける子供とその親世代を対象とした啓発イベン

トを開催した。熊本県腎臓病療養指導士連絡協議

会を通じて、これらの啓発イベントへ腎臓病療養

指導士が参画した。 

市内小学校児童へ配布する広報誌へ CKD 啓発記

事を掲載した。 

LINEでの情報発信を行った。 

市政だよりへ CKD関連の記事を掲載した。 

熊本市中心市街地大型モニターで CKD の啓発ビ

デオを放映した。 

生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パー

ソナリティーと桒原、腎臓病療養指導士（薬剤師、

栄養士）との共演による CKD 啓発ラジオ番組を放

送した。 

 

沖縄県南城市： 

住民向けの慢性腎臓病、eGFR や蛋白尿の重要性

に関する情報を市役所内のボードパネルに掲示。

また慢性腎臓病患者重症化予防事業の取り組み内

容も合わせて掲示したほか、HP 上でも公開した。

連携機関向けにニュースレターを発行した。 

 

 

D.考察 

全国： 

啓発イベント回数は増加している一方、CKD認知

率は横ばいであり、従来型啓発の到達層に限界が

示唆される。蛋白尿の理解不足を踏まえ、生活世代

に適したインターネットや SNS 活用が有効と考え

られる。 

 

北北海道ブロック：  

テレビや新聞といったマスメディアを積極的に

活用し、また参加費無料の市民公開講座による啓

発手段が有用と思われた。 

今後の課題として、地域医療機関との連携によ

るスクリーニング体制の構築、若年層への教育的

アプローチ（学校・職域での啓発）を検討する必要

がある。 

 

南北海道ブロック ：  

北海道と連携した一般市民向けの CKD 啓蒙の動

画については、閲覧数も伸びており、一般市民が

CKD について関心をもつようになった感触がある。 

北部 CKD ネットを中心に一般向けのイベントの

増えており、北海道大学病院以外の施設が積極的

にイベント開催するようになった事も大きな成果

である。 

テレビ塔のライトアップは今回 3回目となるが、

チラシの配布、道庁のホムページ掲載、マスコミへ

の連絡も行ったため、多くの市民がテレビ塔のラ

イトアップが腎臓病に関連するということについ

てより広く啓蒙された。 

 

北陸ブロック ： 

チラシの設置、配布は、遂行が比較的容易であり、

各地共通に取り組まれていた。そのほか、各地域で

これまで行われてきた活動を参考に、県民の啓発

に有効な手段として考えられる方法で、世界腎臓

デーの地域活動を展開した。福井県では多職種に

よる健康相談が行われ、効果的な啓発活動が可能

であると考えられた。石川県では、イベント当日の

活動が、翌日の地元新聞に掲載され、新聞による啓

発につながり、効果的であると考えられた。富山県

では、郡市での講演会開催や病院内掲示物による

啓発活動が行われた。さらに、新潟県では行政の協

力のもと、庁舎へ懸垂幕を掲示し。多くの市民の目

に留まる工夫がされていた。 

 

北関東ブロック： 
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2025年度は、対面イベントに加えて、ホームペ

ージ、動画、印刷物、アプリ等を組み合わせた多

媒体展開が進み、住民に理解しやすいテーマ設定

と開催場所の工夫が参加拡大に有効であった。今

後は、媒体ごとの到達度、健診受診や受診行動へ

の波及、勤労世代への訴求効果を継続的に評価

し、より効果的な普及啓発モデルへ発展させる必

要がある。 

 

東京ブロック：  

区民まつりは 10月の週末に開催されるため、年

度末の世界腎臓デーとは異なる時期の住民接点と

なる。単発にとどまらない継続的な啓発が重要で

ある。区内には糖尿病、心不全、COPD 等の関連疾

患に関する会議体も存在しており、これらとの連

携による啓発活動の展開も期待される。また、施設

ごとに新たな啓発活動を個別に実施することは負

担が大きい場合もあり、虎の門病院と慈恵大学病

院において資材・人材・運営ノウハウの共有を行っ

ているように、こうした取組の横展開は有用と考

えられる。 

さらに、慈恵大学病院においては、院内の他診療

科への啓発も進めており、2024 年度のリウマチ・

膠原病内科に続き、2025 年度は CKD 患者数が多く

医師数も多い消化器内科を対象とした取組を実施

した。このような院内他科への働きかけは、非腎臓

専門領域における CKD の認知向上および適切な専

門医紹介の促進に資する可能性がある。また、同学

附属 4 病院には計 39 名の CKDE が在籍しており、

院内外における啓発活動の継続および展開に寄与

する人的基盤と考えられる。一方で、イベント型の

啓発では参加者が関心層に偏る傾向もあることか

ら、無関心層、とりわけ勤労世代へのアプローチと

して、労働安全衛生法に基づく健診等の既存機会

の活用が有効と考えられる。 

 

南関東ブロック：  

対面型イベントとデジタル媒体を組み合わせた

啓発が進み、接触機会の量的拡大は達成された。一

方で、認知向上が行動変容や受診につながったかの

定量評価は十分とは言えない。特に勤労・子育て世

代では、CKDの自覚症状の乏しさから危機感が醸成

されにくく、単発的情報提供では限界があると考え

られる。今後は健診結果との連動や、生活習慣改善

と結びつけた継続的メッセージ設計が重要である。 

 

東海ブロック ： 

各会場共に収容人数を超過するほどの盛況とな

り、あらためて CKD についての関心の深さを認識

した。アンケートの解析により市民公開講座を利

用した普及活動の有効性を確認した。また、今後の

テーマ選定や資材の作成の重要な資料となった。 

 

中国ブロック： 

昨年よりも、さらに人の往来が活発になり、CKD

普及啓発として、対面での情報共有が効率的であ

ることが改めて確認できた。イベントの対象者は、

成人のみならず小児も含まれるため、様々な年代

の方を対象とした多様な内容を新たに加えるなど

工夫をすることにより、新鮮さを保ちながら効率

よい普及啓発につながると考えられた。 

新聞や TVなどの従来の方法、さらには DXや SNS

などを活用する方法など、様々な手段で啓発する

ことが可能であり、これらの継続した活用は重要

である。今年度もメルマガや新聞で普及啓発を行

ったが、クイズの回答が計 26名と昨年よりも多く

反応があったことから、いまだにこれらの普及啓

発方法は有効である。一方で、今年初めて JR車内

での、普及啓発掲示を行ったが、合計 40名と想定

以上に回答を得ることができた。回答した年齢層

も新聞で回答した層と比べて非常に若かった。こ

のように、様々な媒体を同時に活用することで、あ

らゆる年齢層に対するアプローチが可能になるこ

とがわかった。それぞれのライフスタイルによっ

て情報収集の形態も多様化しており、普及啓発の

在り方も多様化するべきであると考えられた。 

 

四国ブロック： 
多くの腎臓非専門医の参加者が受講し、現在

CKD二次診療医は県内 76名となっている。今後、
課題やニーズに沿った研修会の開催を行いたいと
考える。徳島県西部圏域・南部圏域へのアプロー
チ、多職種連携の推進のための医師と保健師の講
演、三次医療機関、二次診療医、市町村保健師そ
れぞれの取組等を情報共有し、連携推進に繋げる
ことなどにより健診結果から早期受診・治療につ
なげたい。また、作成した CKD二次医療機関ステ
ッカーの活用をしたいと考える。医療機関の入口
や待合室、診察室などに掲示して「CKD」と「CKD
二次診療医」を周知したい。 
県民に対しては、CKD 予防連携手帳の改定を行い
たい。CKD診療ガイド 2024に沿った内容に改訂し
たフローチャートの更新を行い、最新の情報に沿
った、より活用しやすいツールへ改変したい。 
 

九州・沖縄ブロック ：  

啓発活動は、市民の CKD 認知度向上に有効であ

ったと考えられる。特に校区イベントは、住民との

接点を確保しやすく、多世代に働きかけられる点

で意義が大きい。さらに、保健師、かかりつけ医、

専門医が同じ場で関与することで、啓発活動がそ

のまま地域連携の強化にもつながった可能性があ

る。一方、認知度向上が受診行動や重症化予防にど

こまで結びついたかについては、今後の検証が必

要である。 

 

定点観測： 

沖縄県南城市： 
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市役所を訪れた住民に対する普及啓発活動は一

定の効果が期待されるが、中高年の働き世代など

普段あまり市役所を来訪しない方へのアプローチ

を検討する必要がある。 

 

 

E.結論 

全国： 

CKD対策のさらなる推進には、全国イベントの継

続に加え、勤労・子育て世代を意識したデジタル媒

体での分かりやすい情報発信強化が重要であり、認

知向上と早期受診行動につなげる必要がある。 

 

北北海道ブロック：  

CKD 重症化予防のために、国民の慢性腎臓病／

CKD の認知度を上げ、さらに CKD の重要性の理解

が深まるように、今後も継続した CKD 普及啓発活

動が必要である。 

 

南北海道ブロック ：  

一般市民への啓蒙が進んだ。 

 

北陸ブロック ： 

北陸ブロック各県で世界腎臓デーに合わせた、

CKD 啓発活動が行われた。これまでの活動を参考に、

各県で工夫された方法で、効果的な啓発活動が行

われた。 

 

北関東ブロック： 

2025年度の北関東ブロックにおける普及啓発

は、各県の地域特性を踏まえた多様な手法で実装

され、CKD対策の社会実装を支える基盤形成が進

んだ。 

 

東京ブロック：  

地域イベント、商業施設、医療機関を活用した啓

発活動を実施した。啓発の対象としては、市民、CKD

患者、医療者のそれぞれを意識した取組が重要で

ある。今後は、資材やノウハウの共有による横展開、

関連疾患領域との連携、健診機会の活用等を通じ

て、対象に応じた啓発の充実と持続性の向上を図

ることを目指す。 

 

南関東ブロック：  

今後はデジタルと地域活動を組み合わせ、CKD理

解を早期受診・継続管理につなげる啓発戦略が求め

られる。 

 

東海ブロック ： 

継続的な年数回の市民公開講座の開催や新聞誌

面における情報の発信は、CKD 啓発普及に有効であ

ると考える。 

 

中国ブロック： 

多様な形での効率的な普及啓発の在り方を進め

ていくことが、CKD普及啓発において効果的で重要

あると考えられた。 

 

四国ブロック： 

課題やニーズに沿った研修会の開催と啓発のた

めのツールを開発することが重要と思われた。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

久留米市の CKD 啓発活動は、市民の認知度向上

に寄与し、地域全体で CKD 対策を進める基盤形成

に有用であった。今後は、啓発活動の受診行動や重

症化予防への影響を評価し、より効果的な地域介

入へ発展させることが期待される。 

 

 

F. 健康危機情報 

なし 

 

 

G.研究発表 

1.論文発表 
1.Junko Nakamura, Ryohei Kaseda, Mizuki 
Takeuchi, Kou Kitabayashi, Ichiei Narita: 
Adolescents and parents' knowledge of chronic 
kidney disease: the potential of school-based 
education. Clinical and Experimental 
Nephrology 29(3): 292-300, 2025 
 
2.学会発表 
1. 中村 純子、 忰田 亮平、 竹内 瑞希、 和田 真
一、 山本  卓: 中学生への CKD 教育；中学生から
保護者へ与える影響. 第 68 回日本腎臓学会学術集
会（2025/06/20〜2025/06/22・横浜） 
2. 中村 純子、 忰田 亮平、 山本  卓: 管理栄養士
の立場から：行政，子どもへの活動. 第 55 回日本腎
臓学会東部学術大会（2025/09/27〜2025/09/28・横
浜） 
3. Yusuke Nakagawa, Ryohei Kaseda, Junko 
Nakamura, Suguru Yamamoto: Identifying 
Patients with CKD using Stickers Enhances 
Pharmacists’ Management of CKD. World 
Congress of Nephrology 2026 （ 2026.3.28 〜
2026.3.31・YOKOHAMA,JAPAN） 
4. Junko Nakamura, Ryohei Kaseda, Shinichi 
Wada, Suguru Yamamoto: ADDING “NUDGE” 
TO CKD EDUCATION: BEHAVIORAL 
INTERVENTIONS TO IMPROVE CHILDREN'S 
HEALTH LITERACY. World Congress of 
Nephrology 2026 （ 2026.3.28 〜 2026.3.31 ・
YOKOHAMA,JAPAN） 

 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
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1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 
 なし

 


	（２）研究実施日程
	研究代表者　岡田浩一



